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１はじめに

ソーシャルビジネスは(SB)は、社会的企業、コミュニティビジネス、事業型ＮＰＯ等、様々な呼称で呼ば

れるが、ビジネスの手法で社会的課題を解決していこうとする事業体である。

近年、バングラデシュ全域で活動するグラミン銀行や全英等で活動するピッグイシュー、フェアトレード

などの事業体の成功を契機に、社会課題の解決、起業、雇用の確保、持続的活動といった観点からＳＢへの

関心が高まっている。

ＮＰＯについては、税制を始めとする支援枠組みが作られてきたが、ＳＢに関しては、定義が定まっていな

いことに加え、国ごとに、また日本では、省庁、自治体ごとに定義の違いが見られる。

このため、本稿では、ＳＢの位置づけと支援政策のあり方について検討し、一定の方向性を示す。

２ソーシャルビジネスの定義

ＳＢに関しては、様々な観点から研究が始められているが、主として法制度的アプローチと規範的アプロ

ーチが存在する。前者は、法制度上の特質を基礎として社会的企業を理解しようとするのに対して】)、後者

は、各組織が共通して持っている原則を強調する方法であり、それらの組織がいかなる共通の流儀によって

伝統的民間セクターからも公的セクターからも区別されるのかを可能な限り提示しようとする方法である

（ドウフルニ,2003,pP7-11)。

また、営利組織と社会的経済という２分論は、①両者のグレーゾーンの存在を隠してしまうこと、②両者

の概念整理は、静態的であり、動態的ではないという課題がある、③多くのＳＢは、ＮＰＯの良さと協同組合

の良さを結合させているが、そのことは、伝統的ＮＰＯアプローチは最善の社会的企業の理解の出発点では

ない（ibid.,2003,pl6-l8)。

（１）ピアースの定義

イギリスでは、１９７０年代から主要産業の衰退を背景に特にアイルランド、スコットランドでコミュニテ

ィ・ビジネス（CB）という事業体が活性化し、やがてイングランド全域に広がっていった。

ピアース等のＣＢの定義は、①対価性のある事業を行うこと（取引事業体)、②社会的な目的を有するこ

と、③関係者への利益分配への制約(アセットロック）、④イノベーション性、⑤コミュニティによる所有、

である。⑤は、ＣＢにしばしば与えられる要件であり、比較的狭いコミュニティ・ベースで活動する事業体

には当てはまる（Pearce，1993,pl63)。イギリスでは、農山漁村における協同組合型の事業体、あるいは、

スペインのモンドラゴン協同組合におけるように、地域的一体性が強い地域では比較的適合性が強いと思わ

れる（金）'1,2002)。

（２）ドルフィニ達の定義

ドルフイニ達は、ＳＢの定義として、社会的指標と経済的基準を上げて説明してる。すなわち、その内容

は以下の通りである（ドルフイニ,2003,pp26-29,ｐ､513)。

（社会的指標）

・コミュニティへの貢献という明確な目的

・市民グループが成立する組織

1）ただ、ドウフルニらは、仮に制度論的アプローチをとるとしても、法人格だけで社会的企業を決定する

ことには反対している（ドルフイニ,2003,ｐ９)。
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・資本所有に基づかない意思決定

・活動によって影響を受ける人々による参加

・利益分配の制限

(経済的基準）

・財・サービスの生産・供給の継続的活動

・高度の自立`性

・経済的リスクの高さ

・最小量の有償労働

また、この定義は、その後ＥＭＥＳ（TheEmergcnceofSocialEnterpriseinEurope)の定義の中に取り入れられ
ているが、白石は、協同組合、非営利組織からの発展系というヨーロッパ型の定義ではないかと指摘する（白

石,2007,ｐ35)。

（３）日本における定義

我が国において、ＳＢの確定的な定義はない。このため、各省庁、各自治体がそれぞれにＳＢの定義を行

い、支援策を講じている。一方、経済産業省が２００８年に行った研究会によると、以下の３つの要件が示さ

れている。

①社会`性：現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活動のミッションとすること。

②事業`性：社会的ミッションをビジネスの形に表し、継続的に事業活動を進めていくこと。

③革新'性：新しい社会的商品・サービスや、それを提供するための仕組みを開発したり、活用したりする

こと。また、その活動が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を創出すること。

図１ソーシャルビジネスの概念図

事議性

(出典）経済産業省、２００８

この定義の中には、上記(1)、(2)の定義で示した利益分配の制限といった項目はなく、営利組織の発展系

というアメリカ型の環境整備が先行しているといえよう（白石,2007,ｐ,35)。

（４）定義に関して

ＳＢの定義に関しては、ＮＰＯやチャリティとの差を強調するケースが多いが、これらは税制上（特に寄付

免税制度）との関係の議論であり、これらと社会的企業は本質的に矛盾する概念ではない。すなわち、ソー

シャルビジネスは、事業`性の強いＮＰＯやチャリティであっても良いわけで、その点では、議論の視点が異
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なるだけといえる。

また、サラモン等は、レーガン政権期に政府からの資金が減少し、寄付金税制の強化にもかかわらず、ＮＰＯ
が生き残るために事業性を高めたこと、その結果、営利企業との差異がなくなってＮＰＯの存在意義が問わ

れたこと、また、救貧的活動を行うＮＰＯほど、政府からの資金割合が高く、これらを総合すると、ＮＰＯの

活動には政府資金が重要であるとの結論となり、それ故の政府との関係性（協働関係）が問われることにな

る（金）11,2008)。本稿では、基本的には、サラモン達の議論をベースにしながら、一定部分がイノベーテ
イブな活動によって経済的に成り立つことがあり得ることを前提とし、政府としてＳＢに対してどのような

政策が取り得るのかを、海外での政策を例に議論を行う。

社会的企業のための法制度は、イタリア、スペイン、ポルトガル、ギリシア、ベルギー、イギリスなどで

制定され、あるいは、されようとしている（ボルザガ等，2003,iii）が、以下では、イギリス、イタリア、

韓国の事例を取り上げる。

３諸外国のＳＢ政策

（１）イギリス

イギリス労働党政権は、2001年に産業貿易省内に社会的企業局(SocialEntelpriseUnit)を設置し、2002年

に「社会的企業－その成功のための戦略」を示し、社会的企業が地域社会の活`性化や再生において、重要な

役割を担うとの認識のもと、その活性化に向けた政策を展開し始めた。イギリスでは、社会的企業を「主と

して社会的目標を有する事業体であり、その余剰は、株主や所有者の利益の極大化のために使用されるので

はなく、原則的にその事業かコミュニティに再投資される」と定義する(DTI,2002,ｐ､7)。

社会的企業は、多様であり、地域のコミュニティ企業、ソーシャル・ファーム（障害者雇用を行う組織)、

協同組合のような互助組織、全国的、国際的に活動している大規模組織まで含み、その法人格も、保証有限

会社、産業共済組合、有限責任会社などがあり、また、任意団体、登録チャリティなど、様々な形態を取っ

ている(ibid,ｐ､7)。

イギリスでは、このような社会的企業が拡大しているにもかかわらず、組織形態や法人格が雑多であり、

それを整理するために以下で見るコミュニティ利益会社規則(CIC規則)が2005年に制定された（柳沢,2007,

pll8)。

その内容は、①会社形態として、非上場株式会社、保証有限会社、公開株式会社から選択し、②利益分配

の制限(アセットロックとキャップ制)、③ＣＩＣとして登記する場合の政府から独立した監査人によるコミ

ュニティ利益テスト、④チャリティとの二重資格の禁止、⑤コミュニティ利益年次報告書の作成、である。

また、チャリティのような税制上の優遇措置を受けられないが、活動の種類や地域によっては、税の控除や

補助金を受けることがあり得ること、チャリティが子会社としてＣＩＣを設立することを認めている。

実際に設立されたＣＩＣは、２００９年９月時点で約３１２２となっており２)、分野的には、ソーシャルサービス、

住宅、教育関連などが多い(OTS,2007,ｐ､78)。

しかし、ボランタリーセクターの全国協議会であるＮＣＶＯは、コミュニティ利益テストの「コミュニテ

ィの利益」の定義の暖昧性、チャリティ団体に課される「公益性テスト」との類似性、既存のチャリティに

対する影響に疑念を示し、社会的企業側は、ＣＩＣ規則が減税を譲っていない点を批評し、補助金獲得には有

利かも知れない、といった程度の冷ややかな反応も見られる（柳沢,2007,ppl27-135)。

（２）韓国

韓国では、２００７年に「社会的企業育成法」が制定された。その背景としては、1997年のアジア経済危機

後の社会構造改革を進める中での雇用構造の二元化による賃金格差の拡大とワーキング・プアの発生、中産

層の貧困層への転落、不動産バブノレによる土地価格の高騰による「持てるもの」と「持たざるもの」の格差

の拡大、などが挙げられている。これらの現象を韓国では、「両極化」と呼び、2003~2006年に急速に社会

現象化した。

2）ListofCommunityInterestCompanies(http:"www､cicregulator・govuk/coSearch/companyList.shtml）
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当時の盧武絃政権は、この両極化解決（＝格差是正）政策として、非正規労働者保護関連法に加えて、こ
の社会的企業育成法を成立させた。

その内容は、おおむね以下の通りである（白井,2008、岡安,2008)Ｊ

①定義：社会的脆弱層３）（その比率が５０％以上）にサービスを提供する組織(Ａ型)。社会的脆弱層（その
比率が５０％以上）を雇用する組織(Ｂ型)。上記の混合型（その場合は、おのおのの比率が３０％以上）（Ｃ
型)。

②有給労働者を雇用していること。

③一定以上の収益を出していること。

④民法上の法人、もしくは組合、「商法」上の会社または非営利民間団体等の法人であること。
⑤労働部次官を委員長とし、有識者等から構成される「社会的企業育成委員会」による企業の認証があるこ
と。

⑥社会的企業を育成し支援するための基本計画を５年ごとに作成すること。

⑦サービスの受益者及び労働者等の利害関係者が参加する意思決定機構を備えていること。

⑧商法上の会社の場合は、利潤の３分の２以上を社会的目的のために使用すること。

（３）イタリア

１９９１年の社会的協同組合法によると、イタリアの社会的協同組合は、コミュニティの全般的利益を追求

するために、以下の要件を満たすものである（中川,2007,ｐｐ､267-273)。

①タイプ：社会・保健サービス、福祉サービスおよび教育サービスを提供する（Ａ型)。不利な条件の下に

置かれている人たちの雇用を提供する目的で、様々な事業活動を、農業、工業、商業、あるいはサービスの

形で実行する（Ｂ型)。

②非分配等：通常の協同組合に比してより広範な公共性を担う「特殊な」存在として非営利性（利益の分配
制限4)、限定的な出資額、ボランティア組合員の重視)。

③ボランティア組合員：企業`性、専門性の確保の観点から最大５０％とする。

④公的支援：障害を抱えているひとを職場で受け入れるための社会的諸経費は、税制措置を通じて公的対応

を行う。自治体は、緑化、清掃、情報化、警備などの分野での業務委託を行う。また、その際に、通常の公

共事業で求められる「最低価格原則」を絶対的な要件としない。

イタリアで、協同組合型のＳＢが発達した理由としては、協同組合が発達していること、協同組合が事業

組織であり、サービス供給組織と捉えられているのに対して、アソシエーション、財団（非営利組織）は社

会サービスの供給主体としては余り想定されていないことから、安定的なサービス供給組織としての協同組

合への期待が大きかったといわれる。

そして、社会的協同組合は、１９９７年時点でイタリア全土で４５００存在し、Ａ型が７０％、Ｂ型が３０％

とされ、これは、全協同組合の４％にあたる（ボルザガ等,2003,ｐ､224,Ｐ233)。

また、イタリアは州怯によって社会的協同組合の具体的基準を定めることが出来るようになっている(モ

ンテイ、2006、pl5)。基本的には、労働者協同組合の範囑に入り、社会的条件不利者の雇用を確保する役

割をになう。しかし、政府への依存の高まり、社会的協同組合モデルは、ともすると通常の企業モデルに立

ち戻ってしまう危険性があるので、一貫した法人形態を整備すること、社会サービスのための準市場，)を整

備することが指摘された（ボルザガ等,2003,ｐ243）６)。

3）社会的脆弱層とは、次の者を指す。①世帯の月平均所得が全世帯の平均所得の６割以下の者、②障害者、

③性売春被害者、④長期失業者で労働長官が認めた者。

4）全利潤の８０％以下、分配利益率は、イタリア郵政省の発行する債券利子率の２％を超えないこと、と

なっている。

5）公共サービスにおいて、部分的に市場原理を導入し、サービス供給者間に競争原理を働かせること。

6）イタリアでは、企業セクターにもＳＢの枠を広げた社会的企業法が２００６年に制定されているが、これ

についての考察は別稿に譲ることにする。
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４制度化への考え方

上記で見てきたように、いくつかの国では、ＳＢに対する支援策を講じている。また、その前提としてＳＢ

の定義を行い、法的な位置づけによって、純粋な非営利組織ではないが、事業によって社会に貢献するＳＢ

を支援しようとしている。

我が国の場合、統一的なＳＢに対する定義がなく、例えば、助成に関する視点だけから見ても、中央政府

においては、各省庁が以下のような個別の事業の中でＳＢをそれぞれに定義し、支援を行っているのが現状

である。

・地域創業助成金（厚労省）

・市民活動団体等支援総合事業（内閣府）

・環境コミュニティビジネス・モデル事業（経産省）

．まちづくり計画策定担い手支援事業（国交省）

・農村景観・自然環境保全パイロット事業（農水省）

また、例えば、融資、助成に関してだけ見ても、各自治体ではまちまちな定義を行って支援をしているの

が現状である。次の図は、主要都道府県が融資、助成に関してどのような業態を対象にＳＢとしての支援を

行っているのかを経済産業省の研究会の資料、独自のウェッブページ等によって示したものである。

表１我が国の都道府県の支援策（融資）

■■■￣■■■■■■I■■■■■■■Ⅱ■■■■ 
■■■￣■■■■■■I■■■Ⅱ■■■■画
■■■■■■■■、■旧I■■■■■■■■■■■■■
■■■￣Ⅲ■Ⅲ■I■■■Ⅱ■■■■Ⅲ■ 

●●●● 

.Ｏ;芸人U巳壼Ｚ

ＪＵ２１価

各ヨＥｒ型＋Ｉ伯

Ⅱ曰、

(出典）経産省、２００８およびウエツブによる調査により筆者作成

表２我が国の都道府県の支援策（助成）

塔ﾖＥ限5需型十媚

１口 ２１目【】

(出典）経産省、２００８およびウエツブによる調査により筆者作成

しかしながら、経済産業省が一般国民へ行ったＳＢに関するアンケートでは、ＳＢが信用できない理由と

して、「公的な認証のなさ」があがっている（経済産業省，2008)。このことは、諸外国に見られるような何

らかの法的枠組み、認証制度の必要性を示していると言える。

支援策に関しては、大きく分けて、３つ程度の方向性が示されると考えられる。第１は、現状の制度その

ものは変えずに、第三者による委員会などを設置し、一定要件を満たすものを認定する方法である。これは、

一部の自治体で既に取られている手法である。第２は、営利企業であっても、一定の利益分配制限をかけた

要# ■卓 青森 神奈 富山 福井 秋田 和 歌山 愛媛 大分

認定委員会認定型 ○ 

NPO法人限定型 ○ 

NPO法人＋， 固人(グノレープ） ○ 

法人格非湿定型＋盾 人(グループ） ○ ○ 

地域貢献､活性化 ○ ０ 

業 ○ ○ ○ ０ 

吋 西の支払い ○ ○ ○ ○ 

継続 生 ○ ０ ○ 

地域Ｉ資源の活Ⅶ ○ 

要件 秋田 ポ]歌山 兵 章 愛媛 大分

NPO法人＋値 人(グループ） ○ 

法人格非限定型＋個人(グループ） ○ ０ 

法人格非限定型十グループ ０ 

地域貢献､活性化 ○ 

有償事業 ０ ○ ０ 

雇用対価の支払い ○ ○ ○ ０ 

継続性 ○ ○ ０ ０ 

地域資源の活用 ○ 

地域住民主体型 ○ 

備考
1年間の立ち

上がり支援
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上で、失業者対策、障害者雇用、社会的弱者などへのサービス提供などを行う事業形態を定義し、ＳＢとし
た上で、支援する韓国やイタリアのような方法である。第３は、一定の利益分配制限をかけたうえで、投資
も呼べる（株式の発行等を可能とする）法人制度を創設するイギリス型であり、日本の場合は、新会社法に
よって新設された合同会社の発展系などが想定できる。

何れの場合も、日本の場合は、ＳＢに対する支援策の窓口が一元化しておらず、きわめてわかりにくい構
造となっているため、ＳＢの総合窓口を設ける、あるいは、イギリスのように、産業政策であったＳＢとＮＰＯ

セクター政策であった内務省の部局を統合して内閣府にサード・セクター室(OfficeoftheThiIdSector)をつ
くったようなＳＢとＮＰＯ政策の一元化も考えられる。

５まとめ

以上で見てきたように、イギリス、イタリア、韓国ともに、社会的企業には、アセットロックがかかって

おり、その上で、施策を展開しようとしている。日本における経済産業省の「ソーシャルビジネス研究会」

では、ＳＢを、社会性、事業性、革新性のみを示しており、法人制度等に関しては、今後の課題としている。
ＳＢが世界的に注目され、社会課題の解決、雇用の促進、社会の変革に意義が見られる。現状のように、
定義が統一されず、その支援策も、省庁、自治体によってば不統一であり、対象とする法人格も、営利法人
を含む場合と非営利法人に限定する場合とがあり、何らかの統一的政策枠組みが期待されるところである。
本稿は、我が国におけるこのような現状を整理し、今後の方向性を探ったものであり、具体的な政策提言に
ついては、事例研究や海外比較をさらに進めることにより、精級なものにしていきたい。
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The emergence of the social business (SB) is booming in the past decade. It is expected to solve the social problem like 

unemployment, social services, poverty. This notion is to solve the social problem by business model not from the charity 

model which only depends on donations or subsidies by governments. From 1990's, a lot of supporting scheme were 

enacted in the world especially in Europe. But in Japan, unified definition of SB does not exist and each ministry and 

local governments have been implementing support program by each definitions. This paper intend to propose proper 

scheme for SB in Japan. The policy for SB in UK, Italy and Korea are introduced to consider the support policy for 

Japanese SB. There are lot of matters which should be considered like asset lock, corporate style, accreditation system. 


